
第七号様式（第35条関係）

(単位：円)

資産の部

科　　　　　目

　固定資産 95,114,210,471 94,561,247,241 552,963,230 

　　有形固定資産 62,980,158,942 59,837,601,908 3,142,557,034 

　　　土地 18,476,223,249 16,569,811,519 1,906,411,730 

　　　建物 35,214,094,840 35,961,901,802 △ 747,806,962 

　　　構築物 2,657,243,654 2,825,663,482 △ 168,419,828 

　　　教育研究用機器備品 1,582,153,664 1,610,389,596 △ 28,235,932 

　　　管理用機器備品 63,831,959 65,255,045 △ 1,423,086 

　　　図書 2,176,010,113 2,279,614,980 △ 103,604,867 

　　　車両 45,895,563 60,439,084 △ 14,543,521 

　　　建設仮勘定 2,764,705,900 464,526,400 2,300,179,500 

　　特定資産 17,005,965,796 15,624,643,036 1,381,322,760 

　　　第２号基本金引当特定資産 1,220,000,000 200,000,000 1,020,000,000 

　　　第３号基本金引当特定資産 1,452,670,000 1,452,670,000 0 

　　　退職給与引当特定資産 8,661,644,910 8,303,476,702 358,168,208 

　　　奨学基金引当特定資産 240,568,525 241,944,973 △ 1,376,448 

　　　学院基金引当特定資産 231,082,361 226,551,361 4,531,000 

　　　減価償却引当特定資産 5,200,000,000 5,200,000,000 0 

　　その他の固定資産 15,128,085,733 19,099,002,297 △ 3,970,916,564 

　　　電話加入権 5,996,751 5,996,751 0 

　　　ソフトウェア 40,134,137 57,173,822 △ 17,039,685 

　　　ソフトウェア仮勘定 2,365,000 0 2,365,000 

　　　有価証券 14,917,173,453 18,966,333,041 △ 4,049,159,588 

　　　長期貸付金 17,621,098 21,521,898 △ 3,900,800 

　　　差入保証金 38,623,000 38,953,000 △ 330,000 

　　　長期前払金 428,588 474,274 △ 45,686 

　　　長期前払保険料 97,677,666 374,812 97,302,854 

　　　預託金 66,040 174,699 △ 108,659 

　　　収益事業元入金 8,000,000 8,000,000 0 

　流動資産 14,668,188,415 13,317,926,717 1,350,261,698 

　　　現金預金 10,777,931,402 9,696,225,505 1,081,705,897 

　　　未収入金 630,624,564 338,642,950 291,981,614 

　　　有価証券 3,063,146,282 3,079,275,972 △ 16,129,690 

　　　前払金 157,260,631 171,237,679 △ 13,977,048 

　　　前払保険料 28,752,199 22,820,661 5,931,538 

　　　立替金 10,473,337 9,723,950 749,387 

資産の部合計 109,782,398,886 107,879,173,958 1,903,224,928 

               貸　借　対　照　表

　　                     令和２年 ３月３１日

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減



(単位：円)

負債の部

科　　　　　目

　固定負債 9,351,959,672 8,378,424,829 973,534,843 

　　　長期未払金 687,251,012 71,873,127 615,377,885 

　　　長期前受金 63,750 75,000 △ 11,250 

　　　預り保証金 3,000,000 3,000,000 0 

　　　退職給与引当金 8,661,644,910 8,303,476,702 358,168,208 

　流動負債 5,107,838,909 4,423,574,421 684,264,488 

　　　未払金 1,460,958,313 863,647,605 597,310,708 

　　　前受金 2,716,084,569 2,573,741,130 142,343,439 

　　　預り金 930,796,027 986,185,686 △ 55,389,659 

負債の部合計 14,459,798,581 12,801,999,250 1,657,799,331 

純資産の部

科　　　　　目

　基本金 111,877,105,385 106,417,020,702 5,460,084,683 

　　　第１号基本金 107,840,435,385 103,639,350,702 4,201,084,683 

　　　第２号基本金 1,220,000,000 200,000,000 1,020,000,000 

　　　第３号基本金 1,452,670,000 1,452,670,000 0 

　　　第４号基本金 1,364,000,000 1,125,000,000 239,000,000 

　繰越収支差額 △ 16,554,505,080 △ 11,339,845,994 △ 5,214,659,086 

　　　翌年度繰越収支差額 △ 16,554,505,080 △ 11,339,845,994 △ 5,214,659,086 

純資産の部合計 95,322,600,305 95,077,174,708 245,425,597 

負債及び純資産の部合計 109,782,398,886 107,879,173,958 1,903,224,928 

増　　　　　減本　年　度　末 前　年　度　末

本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　　　減



注 記１．重要な会計方針 

（１）引当金の計上基準 

徴収不能引当金 

…未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。 

退職給与引当金 

…退職金の支給に備えるため、私立大学退職金財団加入者については、期末要支給額

8,016,097,490 円の 100％を基にして、同財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額と

の繰入調整額を加減した金額を計上している。また、神奈川県私立学校退職基金財団加入

者については、期末要支給額 3,495,213,588 円の 100％から同退職金団体からの交付金相

当額を控除した学校負担要支給額を計上している。 

なお、「退職給与引当金の計上等に係る会計方針の統一について」（平成 23 年 2 月 17 日

付け 22 高私参第 11 号文部科学省高等教育局私学部参事官通知）に基づく変更時差異

4,754,010,527 円については、平成 23 年度から 10 年で毎年度均等に繰り入れている。 

（２）その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法 

…移動平均法に基づく原価法である。 

外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準 

…外貨建短期金銭債権債務については期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長

期金銭債権債務については取得時又は発生時の為替相場により円換算している。 

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法 

…預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。 

教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法 

…補助活動に係る収支は総額で表示している。 

２．重要な会計方針の変更等 

該当なし。 

３．減価償却額の累計額の合計額 45,540,760,266 円 

４．徴収不能引当金の合計額 5,159,884 円 

５．担保に供されている資産の種類及び額 

該当なし。 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 

728,979,711 円 

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と

対策 

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

（１）退職給与引当金の計上 

「退職給与引当金の計上等に係る会計方針の統一について」（平成 23 年 2 月 17 日付け 22

高私参第 11 号文部科学省高等教育局私学部参事官通知）に基づく変更時差異は

4,754,010,527 円、退職給与引当金特別繰入額の累計額は 4,278,610,527 円、繰入年数は 10

年、経過処理年数は 9 年である。 



（２）有価証券の時価情報

①　総括表 （単位：円）

当年度（令和２年３月３１日）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

 時価が貸借対照表計上額を超えるもの 13,566,206,812 14,541,194,368 974,987,556 

 （うち満期保有目的の債券） (12,270,410,000) (12,806,727,500) (536,317,500)

 時価が貸借対照表計上額を超えないもの 21,255,468,196 19,365,608,273 △ 1,889,859,923 

 （うち満期保有目的の債券） (18,800,000,000) (17,180,547,540) (△ 1,619,452,460)

合　　　　　　計 34,821,675,008 33,906,802,641 △ 914,872,367 

 （うち満期保有目的の債券） (31,070,410,000) (29,987,275,040) (△ 1,083,134,960)

時価のない有価証券 69,450,001 

有価証券合計 34,891,125,009 

（注）満期保有目的の債券については、購入時の価格で満期償還されるため、元本き損リスクは

　　　ない。

②　明細表 （単位：円）

当年度（令和２年３月３１日）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

債　　　　券 31,070,410,000 29,987,275,040 △ 1,083,134,960 

株　　　　式 688,118,723 882,482,650 194,363,927 

投 資 信 託 3,063,146,285 3,037,044,951 △ 26,101,334 

貸 付 信 託 - - -

そ　 の 　他 - - -

合　　　　　　　計 34,821,675,008 33,906,802,641 △ 914,872,367 

時価のない有価証券 69,450,001 

有価証券合計 34,891,125,009 

種　　　　類



（３）学校法人の出資による会社に係る事項

　　当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　株式会社　関学サービス

① 事業内容 書籍、教材、文具、日用品雑貨の販売、学生・教職員に対する

食堂経営、損害保険代理業、学内の印刷業務、学内警備業務、

その他関連業務

② 資本金の額 20,000,000円 400株

③ 学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

昭和61年2月8日 19,550,000円 391株

平成15年6月18日 100,000円 2株

合計 19,650,000円 393株 98.25%

④ 当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

（単位：円）

配当金 0 特別寄付金 0

当該会社からの受入額 現物寄付 1,114,300 賃貸料 0

受取利息 0

当該会社への支払額
委託手数料、
消耗品費等

983,019,386

（単位：円）

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

当該会社への出資金等 19,650,000 0 0 19,650,000

当該会社への貸付金 0 0 0 0

当該会社への未払金 23,238,271 23,238,271 26,874,325 26,874,325

当該会社からの借入金 0 0 0 0

当該会社からの未収入金 825,552 150,140 825,552 150,140

⑤ 当該会社の債務に係る保証債務

学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。



（４）所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・

　リース取引は次のとおりである。

　　 平成21年4月1日以降に開始したリース取引

リース物件の種類 リ ー ス 料 総 額 未経過リース料期末残高

教育研究用機器備品 152,975,209 円 77,513,961 円

管 理 用 機 器 備 品 11,642,964 円 4,242,397 円

車 両 13,374,720 円 3,028,320 円

（５）関連当事者との取引

　　該当なし。


